（様式）
	受付番号
※記載不要
	




令和７年度「安全性・信頼性を確保したデジタルインフラの海外展開支援事業」提案概要

	提案者
	企業・団体名
	

	
	代表者役職・氏名
	

	
	所在地
	

	連絡担当窓口
	氏名（ふりがな）
	

	
	所属（部署名）
	

	
	役職
	

	
	電話番号
（代表・直通）
	

	
	Ｅ－ｍａｉｌ
	




以下の事項についてご記入ください。
図表やその他参考資料がある場合は別添資料（様式自由）を添付の上、別添資料の該当箇所がわかるように本申請書に記してください。

	１．事業の内容について（最大200字）

	＊提案されるデジタルソリューション・デジタルインフラ等の海外展開に係る事業概要を御説明ください。





	２．進出する国・地域の妥当性（最大200字）

	＊展開先の国又は地域を選定した根拠や仮説（需要の見込み等）と併せて御説明ください。





	３．事業実施体制の妥当性①（最大200字）

	＊本事業の応募前の現地調査、設備投資、人材確保等のビジネス化に向けた準備状況について御説明ください。





	４．事業実施体制の妥当性②（最大200文字）

	＊展開先でビジネスを行うための人材・設備・資金等の経営リソースについて御説明ください。





	５．提案するデジタルソリューション・デジタルインフラの妥当性（最大200字）

	＊提案するデジタルソリューション・デジタルインフラの販売実績や現地化のしやすさ、知財面・盗難等の対策の有無、規制対象か否かの観点から、展開予定のデジタルソリューション・デジタルインフラの妥当性について御説明ください。







	６．ビジネス化の可能性（最大200字）

	＊展開先における調査・実証フェーズにとどまらず、ビジネス化や横展開を実現するまでの道筋について、来年度以降の取組内容も含め御説明ください。





	７．事業趣旨との整合性（最大200字）

	＊展開しようとするデジタルソリューション・デジタルインフラが、我が国の経済安全保障に資する理由について御説明ください。





	８．総務省が支援する理由（最大200字）

	＊展開するにあたり、なぜ支援が必要か、自社だけでは海外展開が困難な理由について御説明ください。





	９．本事業計画の妥当性①（最大200字）

	＊本事業を実施するための人員確保・体制構築（関係者との連携含む）等に係る実施計画に沿って事業を実施できるかどうかについて、根拠とともに御説明ください。





	10．本事業計画の妥当性②（最大200字）

	＊本事業を実施するための人員や体制について、各主体の役割及び責任について御説明ください。





	11．本事業の効率性（最大200字）

	＊本事業の内容に照らして過大な経費が計上されておらず、高い費用対効果が見込めることについて、根拠とともに御説明ください。




	12．事業のリスク（最大200字）

	＊本事業の実施にあたり想定されるリスクと対策を御説明ください。





	13．社会・地域への貢献（最大200字）

	＊展開先でどのような社会課題等の解決に資するかについて、根拠とともに御説明ください。






	14．実施スケジュール（最大200字）※本項目のみ図表での説明を可とします。

	＊本事業の実施に係るスケジュールについて御説明ください。

















	15．本提案フェーズ後の見通し（最大400文字）

	＊事業化に向けた本件フェーズ終了後の翌年度から３年程度で想定される事業計画、受注に至るまでのロードマップ及び今後の目標についてご記載ください。








	16．本件申請事業費総額（千円）

	総事業費（税込み）：
内訳：


	17．提案するデジタルソリューション・デジタルインフラに関する事業見通し

	■顧客種別
政府機関／民間企業や団体／一般消費者

■対象国において提案するデジタルソリューション・デジタルインフラの事業見込み
（次ページ参照）














「17．提案するデジタルソリューション・デジタルインフラに関する事業見通し」に含む項目の一例

■提案する製品・サービスについて、国内外における販売実績（直近３年度分合計）（単位：円）
■対象国における想定販売単価（受注ユニットあたり）（単位：円）
■対象国における想定受注件数（提案年度以降、受注を見込む年度以降3年度分平均）（単位：件/年度）　　
■対象国における販売見込み金額（向こう３年度分・年度ごと）（単位：円）

注：将来のビジネス化に向けた実現性についての審査の参考といたしますので、上記に限らず、類似の項目を通じて実現性を説明頂いても結構です。
